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木材産業振興課 （単位：千円）

事 業 名

令和４年度

当初予算額

令和４年度

最終予算額

令和５年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

木材産業構造改善

事業費
65,825 121,788 24,262 (諸) 274 23,988

Ⅰ 林業・木材産業構造改善事業費（1,809千円 (一)1,809千円）

１ 目的

競争力のある木材産地の形成と地域材の安定的な供給体制の整備等を行うために必要な調査を実施する。

２ 内容

木材統計調査委託 1,809千円

製材企業等の乾燥に関する施設等の現況調査及び乾燥材生産状況調査を委託する。

委 託 先：一般社団法人高知県木材協会

契約方法：随意契約

３ 令和４年度に実施した主な事業

木材統計調査

Ⅱ 県産材加工力強化事業費（20,568千円 (一)20,568千円）

１ 目的

県内製材事業体の経営力の向上と加工力の強化、製材品の品質向上を図るため、事業戦略の策定・実践を支

援するとともに、事業戦略等の実践に必要な加工技術者の育成や製材関連施設の導入等に対して補助を行う。

２ 内容

（１）事業戦略実践支援業務委託 8,470千円

策定した事業戦略の効果を高めるために、その実践や磨き上げに対する支援を委託する。

委 託 先：NBCコンサルタンツ株式会社

委託方法：随意契約

（２）県産材加工力強化事業費補助金 12,098千円

①加工力強化推進事業

補助内容：JAS認定取得、事業戦略の策定及び実践等

補 助 先：県内製材業者

補 助 率：1/2以内、1/3以内

②加工力強化整備事業

補助内容：県内製材事業体の品質向上及びグリーン化に必要な施設整備

補 助 先：県内製材業者

補 助 率：1/2以内、1/3以内または1/4以内

③サプライチェーン推進事業

補助内容：川上から川下までの事業者の連携によるサプライチェーンの構築を推進

補 助 先：一般社団法人高知県木材協会、市町村

補 助 率：定額

３ 令和４年度に実施した主な事業

事業戦略の実践支援 ６者

加工力強化推進事業(事業戦略の策定・実践) ２者

加工力強化整備事業(製材加工施設) ４者

(グリーン化) ６者

原木安定取引推進事業 ８者

Ⅲ 事務費 （1,885千円 (諸)274千円 (一)1,611千円）
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木材産業振興課 （単位：千円）

事 業 名

令和４年度

当初予算額

令和４年度

最終予算額

令和５年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

県産材外商推進

対策事業費
150,744 162,387 167,831 72,622 (諸) 9 95,200

Ⅰ 県産材外商推進対策事業費 ( 116,103千円 (国)53,604千円 (諸)9千円 (一)62,490千円 )

１ 目的

本県の豊富な木材資源を活用するためには、県外への販路拡大が不可欠である。

このため、市場における土佐材の知名度向上、県外工務店や木材流通業者等とのネットワーク形成など

の取り組みを通じて、県産材の販売を促進する。

２ 内容

（１） 土佐の木の住まい普及推進事業費補助金 ( 13,470 千円 (国)6,735 千円 (一)6,735 千円 )

県外において、県産材を使用した住宅等の建築に携わる工務店等を土佐材の普及協力企業（パートナ

ー）として登録し、その普及活動等を条件に、県外で建築された木造住宅等の土佐材使用量等に応じて

助成する。

補助先：県外で木造住宅等の建築に携わる工務店、設計事務所、住宅関連企業等で組織するグル

ープ等

補助額：〔定額〕一般住宅等 5,000円/㎥（５㎥/戸以上使用、上限1,000千円/企業）

非住宅建築物 10,000円/㎥（10㎥/戸以上使用、上限1,000千円/企業）

モデル住宅 15,000円/㎥

（10㎥/戸以上使用、１年以上展示、上限1,000円千円/企業）

高知モデル 20,000円/㎥（上限1,000千円/棟）

リフォーム・内装 1,000円/㎡

（30ｍ²/戸以上使用、上限1,000千円/企業）

※上限は、一般住宅等と合算して適用

県産品贈呈 3,000円以内/世帯（上限100千円/企業）

一般住宅等、非住宅建築物、モデル住宅については、横架材使用1m3につき

5千円を加算。加算分は１企業あたりの上限額（100万円）に含めない。

補助条件：土佐材パートナー企業に登録し、土佐材のＰＲ活動を行うこと

補助期間：Ｈ22～Ｒ５

（２）土佐の木販売促進事業費補助金 ( 9,386千円 (国)4,693千円 (一)4,693千円 )

土佐材流通促進協議会が開催する土佐材に関する商談会及び展示会などにより、｢土佐材｣の知名度向

上と販路拡大を図る。

補 助 先：土佐材流通促進協議会

補 助 率：1/2以内

補助期間：Ｈ22～Ｒ５

（３）県産材需要拡大サポート事業委託 ( 71,776 千円 (国)35,888 千円 (一)35,888 千円 )

県内の製材工場、製品市場及び木材関係企業等が行う、地産地消・外商の促進に向けた取組を支援す

るため、一般社団法人高知県木材協会内に設置した「ＴＯＳＡＺＡＩセンター」が中心となり、県内企

業のサポートや消費地市場への営業の実施等により、木材産業の発展と県産材の需要拡大を推進する業

務を委託する。

委 託 先：一般社団法人高知県木材協会

契約方法：随意契約
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木材産業振興課 （単位：千円）

（４）販売拡大拠点設置事業費補助金 ( 12,577 千円 (国)6,288 千円 (一)6,289 千円 )

土佐材の消費地への輸送の効率化及び土佐材住宅の建築工程等に応じた配送等による販路拡大を図る

ため、消費地に流通拠点を設置する。

補 助 先：土佐材流通促進協議会

補助対象経費：流通拠点での土佐材の保管・管理、荷降ろし、荷捌き、配送、流通拠点との連絡調

整等に要する経費

補 助 率：定額

邸 別 土佐材１㎥当たり5,000円（上限８万円/棟）

ロット 土佐材１㎥当たり2,000円（1年目）、1,000円（２年目以降）

補 助 期 間：Ｈ22～Ｒ５

（５）経済同友会等負担金 ( 100 千円 (一)100 千円 )

（６）事務費等 ( 8,794千円 (諸)9千円 (一)8,785千円 )

県内の木材業界団体と連携し、県の信用力を活用した販路開拓を実施

その他事業実施を推進する経費など

３ 令和４年度に実施した主な事業

土佐の木の住まい普及推進事業

土佐材パートナー登録企業8社、取消1社（廃業のため）（累計152社）、助成実績200件

商談会・産地セミナー開催の支援

県外15回（東京都、大阪府、山口県など）、県内30回（関東地方、関西地方、中国地方などから）

土佐材展示会開催の支援

11回（茨城県、愛知県、大阪府など）

消費地の販売拡大拠点（流通拠点）の設置

関東７、中部７、関西９、中国３、四国１、九州２ 計29箇所

Ⅱ 土佐材販売力抜本強化事業費 ( 11,834千円 (一)11,834千円 )

１ 目的

原木の増産と木材加工力の強化により増加する土佐材製品について、県外で大規模に販売するための仕

組みづくりを支援し、地産外商を拡大する。

２ 内容

（１）県産材共同輸送推進事業費補助金

土佐材販売力抜本強化プロジェクトチームが中心となって行う、県外への土佐材の共同輸送事業及び

安定的な輸送体制の構築に要する経費に対して助成する。

補 助 先：県内木材センター

補 助 率：定額 トレーラー便 関東3,000円/㎥、東海2,500円/㎥、近畿2,000円/㎥

トラック便 東海2,000円/㎥、近畿1,500円/㎥

体制構築に要する経費

補助期間：Ｒ３～Ｒ５

３ 令和４年度に実施した主な事業

定期便輸送 関東 63便、東海 17便、近畿 24便

Ⅲ 県産材輸出促進事業費 ( 9,845千円 (国)6,000千円 (一)3,845千円 )

１ 目的

経済発展や人口増加等により木材需要の増加が見込まれる国等に対し、県内事業者が行う営業活動等を

支援し県産材の輸出を促進する。
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木材産業振興課 （単位：千円）

２ 内容

（１）県産材輸出促進事業費補助金 ( 2,000千円 (一)2,000千円 )

海外での販路拡大を図るための営業・商談、トライアル出荷、見本市出展、モデルルーム等でのPR等

に要する経費に対して助成する。

補 助 先：土佐材流通促進協議会及びその構成員

補 助 率：1/2以内

補助期間：Ｈ28～Ｒ５

（２）県産材輸出促進事業委託 ( 1,845千円 (一)1,845千円 )

海外バイヤーとマッチングする機会を創出するため、台湾での商談会の開催を委託する。

委 託 先：海外民間企業

契約方法：随意契約

（３）グローバル産地づくり推進事業費補助金 （5,720千円 (国)5,720千円)

海外市場のニーズ、需要に応じたロットの確保など、輸出に向けた産地づくりに要する経費を支援す

る。

補 助 先：高知米国市場開拓協議会

補 助 率：定額

補助期間：Ｒ３～Ｒ５

（４）事務費 （280千円 (国)280千円)

３ 令和４年度に実施した主な事業

県産材製品マッチング事業 ４件

アメリカ市場への視察 １回

国内先行地視察 ２回

Ⅳ 大阪・関西万博県産材活用事業費( 26,036千円 (国)13,018千円 (一)13,018千円 )

１ 目的

関西万博の施設（大屋根（リング）・パビリオン等）への県産材の活用を通じ、県外集成材工場等との

非住宅木造建築に木材を供給する関係づくりを進めることで関西圏における県産材の取引拡大を目指す。

２ 内容

（１）大阪・関西万博県産材活用事業費補助金

県内製材所が製造した関西万博に活用する製材品（他県の集成材工場に出荷するラミナ等）の輸送に

係る経費に対して助成する。

補 助 先：土佐材流通促進協議会

補助対象：県と県産材の関西万博への利活用について協定を締結した企業のうち、県内の製材事業

者等

補 助 率：定額 ラミナ輸送費 四国外4,500円/㎥、四国内1,500円/㎥

製材品輸送費 2,500円/㎥

調整に要する経費

1/2以内 旅費

補助期間：Ｒ４～Ｒ６

３ 令和４年度に実施した主な事業

ラミナの輸送 2,859㎥

Ⅴ 災害対応用木材供給体制構築事業費 ( 4,013千円 (-)4,013千円 )

１ 目的

南海トラフ地震等の災害が発生した場合に、短期間で木造応急仮設住宅の建設ができるよう、発災時に

速やかに木材を供給できる体制を維持するための管理等を委託する。
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木材産業振興課 （単位：千円）

２ 内容

（１）災害対応用木材管理委託 3,313千円

高知県産材を生かした木造応急仮設住宅の建設に必要な製材品を速やかに供給するために、備蓄して

いる主要構造材の管理を連携協定に基づき委託する。

委 託 先：協同組合高幡木材センター、協同組合西部木材センター

契約方法：随意契約

（２）事務費 700千円

３ 令和４年度に実施した主な事業

備蓄している主要構造材の管理を委託

-65-



木材産業振興課 （単位：千円）

事 業 名

令和４年度

当初予算額

令和４年度

最終予算額

令和５年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

地域林業総合支援

事業費
12,376 12,376 11,804 11,804

１ 目的

森林・林業を核とした地域振興に資する取組の中で､緊急性かつ事業効果の高い取組を総合的に支援する｡

２ 内容

（１）地域林業総合支援事業費補助金

事業主体：市町村等、広域活動団体、林業事業体等、森林所有者（ただし、作業道整備事業に限る。）

補 助 先：市町村等、広域活動団体及び知事が特に認めたもの

補 助 率：1/2以内（ただし､林業機械は1/3以内又は4/10以内｡作業道整備は区分毎、購入したシキミ苗の植

栽160円/本､購入したサカキ苗の植栽150円/本､シキミ・サカキ園の改良100千円/ha､きのこ原木

150円/本及びきのこ種駒等購入額の1/2以内｡）

事業の流れ

３ 令和４年度に実施した主な事業

機械式伐採くさびの導入（大豊町）

ポータブルウインチの導入（大豊町）

ウインチ付きバックホウの導入（本山町）

後方旋回ミニショベルの導入（須崎市）

原木販売管理ソフトの導入（須崎市）

木炭用原木の伐採・搬出に必要な作業道の開設（室戸市、大月町）

きのこ原木、きのこ種菌の購入（高知市、本山町、いの町、四万十町、四万十市）

市町村等

広域活動団体

知事が特に認めたもの

林業(振興)事務所 木材産業振興課

（市町村等及び知事が

特に認めたもの）

（広域活動団体）

事業の実施

事業効果の発現

広域活動団体
事業計画の審査

事業採択（優先順位）

予算執行の決定

市町村等及び知事が

特に認めたもの

補助金内示

交付決定

支払等

事業の実施

事業効果の発現

実施計画協議書の提出

補助金内示

交付決定

支払等

（内定）

ヒアリング等の実施

審査表の提出
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木材産業振興課 （単位：千円）

事 業 名

令和４年度

当初予算額

令和４年度

最終予算額

令和５年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

特用林産振興対策

事業費
11,003 11,003 19,224 19,224

Ⅰ 特用林産人材育成事業費（ 1,434千円 (一)1,434千円 )

１ 目的

特用林産の振興を加速的に進めるため、関係機関の連携強化を推進し地域おこし協力隊や新規参入者を

含めた多様な人材育成及び栽培マニュアルの発行、活用を図り中山間地域の活性化を推進する。

２ 内容

（１）研修等負担金 55千円

（２）事務費等 1,379千円

３ 令和３年度に実施した主な事業

林業技術職員等研修（林野庁主催特用林産研修） １名

特用林産推進チーム会開催 ３回

Ⅱ 特用林産物成長拡大支援事業費（ 13,442千円 (一) 13,442千円 )

１ 目的

県内の主要な特用林産物について組織体制の整備を支援することにより生産、管理基盤の強化を推進す

る。また、今後の生産が期待できる品目については国内外から情報を収集し、新需要創出を図っていく。

さらに、販促展示会等の出展によりマッチング機会を提供するとともに、知事賞等の交付により生産意欲

向上を促すことで中山間地域の活性化を推進する。

２ 内容

（１）特用林産物生産統計調査業務委託 3,155千円

特用林産物生産統計調査（統計法に定められた一般統計調査）を委託する。

委 託 先：未定

契約方法：指名競争入札

（２）土佐備長炭ブランド化推進事業委託 898千円

土佐備長炭の品質、規格、原木の循環利用を推進するための研修会の開催（４回）を委託する。

委 託 先：高知県木炭振興会

契約方法：随意契約

（３）パンフレット等作成委託 2,312千円

主要特用林産物生産者を取材し、販売促進に利用するリ一フレット及びPR動画の作成編集を行う業務

を委託する。

委 託 先：未定

契約方法：指名競争入札

（４）事務費等 7,077千円

３ 令和４年度に実施した主な事業

特用林産物生産統計調査委託

土佐備長炭ブランド化推進事業委託

販促展示会出展（県外３回、県内１回）
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Ⅲ 主要特用林産物利用拡大事業（ 4,348千円 (一) 4,348千円 )

１ 目的

全国一の生産量を誇る土佐備長炭の更なる普及促進と県産特用林産物の販売促進を目的として土佐備

長炭使用店を「土佐備長炭応援の店」として登録し、県内各地域で小さなビジネスとして生産される特

用林産物を紹介し、販売促進を図る。

２ 内容

（１）土佐備長炭応援の店推進事業委託 3,033千円

「土佐備長炭応援の店」の普及啓発、登録店舗への県産特用林産物の紹介活動を委託する。

委 託 先：未定

契約方法：指名競争入札

（２）事務費 1,315千円
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事 業 名

令和４年度

当初予算額

令和４年度

最終予算額

令和５年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特定財源 一般財源

県産材用途拡大

事業費
49,093 60,893 72,640 25,750 (入) 9,820 37,070

Ⅰ ＣＬＴ等木造建築促進事業費 ( 69,630千円 (国)25,750千円 (入)9,820千円(一)34,060千円 )

１ 目的

新素材であるＣＬＴ等を活用した木造建築や低層非住宅の木造建築を推進するため、普及・技術取得及

びＣＬＴ等木造建築の設計に係る経費や、非住宅木造建築の研修会の開催に対し支援する。

２ 内容

（１）ＣＬＴ普及促進事業費補助金 ( 9,142千円 (国)426千円 (一)8,716千円 )

ＣＬＴ建築普及事業、ＣＬＴ技術取得事業、ＣＬＴ建築推進事業、協議会活動推進事業に係る費用に

対して助成する。

①ＣＬＴ建築普及事業：フォーラムの開催（大阪１回 高知１回）、ＣＬＴツアー開発

②ＣＬＴ技術取得事業：技術セミナーの開催（１回）、現地研修会の開催（２回）

③ＣＬＴ建築推進事業：プロジェクト検討・支援

補 助 先：ＣＬＴ建築推進協議会

補 助 率：定額

（２）非住宅建築物木造化促進事業費補助金 ( 40,000千円 (国)20,000千円 (一)20,000 )

ＣＬＴ建築物及び非住宅木造建築物の設計に係る費用及び非住宅木造建築物の整備に対して助成する｡

①ＣＬＴ等先進的木造建築物の設計 ３施設

②非住宅木造建築物の設計 ５施設

③非住宅木造建築物の整備 ７施設

補 助 先：建築主体

補 助 率：事業費の1/2以内（①上限5,000千円 ②上限5,000千円（設計費のみの場合は3,000千

円） ③上限4,000千円）

建築物木材利用促進協定締結の場合、上限2,000千円を加算

（３）職員研修負担金 20千円

（４）環境不動産評価事業委託 ( 8,820千円 (入)8,820千円 )

環境不動産の認定に係る県独自基準の確認業務について委託する。

（５）パンフレット作成委託 ( 1,000千円 (入)1,000千円 )

環境不動産のパンフレットデザイン及び印刷について委託する。

（６）ＣＬＴ普及推進事業委託 ( 10,648千円 (国)5,324千円 (一)5,324 )

ＣＬＴ簡易住宅の常設展示及びイベント展示を行いＣＬＴの普及促進を行う

①ＣＬＴ簡易住宅展示委託：イベント展示３回

②ＣＬＴ簡易住宅展示委託：常設展示（甫喜ヶ峰）

令和４年度に実施した主な事業

ＣＬＴフォーラムの開催 ２回 ＣＬＴ建築物の設計補助 １棟

ＣＬＴ技術取得事業 非住宅木造建築物の設計補助 ３棟

現地研修会の開催 ２回 非住宅建築物の木造化・木質化 １棟

セミナーの開催 １回 ＣＬＴ簡易住宅イベント展示 １回

環境不動産評価手法検討委員会の開催 ５回

Ⅱ 事務費等 ( 3,010千円 (一)3,010千円 )
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事 業 名

令和４年度

当初予算額

令和４年度

最終予算額

令和５年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

県産材需要拡大

対策事業費
164,617 149,933 170,188 43,373

(入) 46,666

(諸) 19
80,130

Ⅰ 木造住宅総合推進事業費 ( 121,562千円 (国)43,373千円 (入)1,380千円 (一)76,801千円 (諸)8千円 )

１ 目的

木材需要の多くを占める木造住宅の建築を促進することで木材の需要拡大を図る。

２ 内容

（１）こうちの木の住まいづくり助成事業 ( 112,288千円 (国) 42,664千円 (一) 69,624千円 )

高知県産材を使用した木造住宅の建設促進に加え、木造住宅の耐久性・耐震性・省エネ性を向上させる

ために長期優良住宅建設基準に適合した木造住宅に対し助成を行う。

①こうちの木の住まいづくり助成事業費補助金 ( 112,275千円 (国)42,664千円 (一)69,611千円 )

補 助 先：住宅取得者及び住宅所有者

補 助 額：新築･増築 81,800千円（@282千円×290戸）

リフォーム 2,700千円（@180千円×15戸）

補助条件：県産乾燥材を基本部位に80％以上使用

補 助 率：JAS製材品１㎥当たり20千円、その他１㎥当たり11千円、内装木質化１㎡当たり２千円

※長期優良住宅認定取得する場合は100千円加算

※補助申請者の同一世帯に児童手当を受ける子どもが２人以上居る場合は１m2当たり２千円加算

②職員研修負担金 ( 13千円 (一)13千円 )

（２）こうちの木の住まい普及推進事業費補助金 ( 2,561 千円 (国)709 千円 (一)1,852 千円 )

木造住宅の建築促進につなげるため、消費者への情報発信を目的として民間団体が取り組む木材や

木造住宅に関する情報提供事業に対し助成を行う。

補 助 先：高知県木材普及推進協会

補 助 率：2/3以内

（３）こうちの木の住まいづくり助成事業実施確認業務委託 ( 4,987千円 (一)4,987千円 )

こうちの木の住まいづくり助成事業の補助金交付申請書類の受付・審査・確認業務を委託する。

委 託 先：公益社団法人高知県建設技術公社

（４）環境共生型住宅普及促進事業委託 ( 1,726千円 (入)1,380千円 (一)338千円 (諸)8千円 )

環境共生型住宅モデルハウスの維持管理等を委託する。

委 託 先：高知県木材普及推進協会

３ 令和４年度に実施した主な事業

こうち木の住まいづくり助成事業費：助成実績 250件（うちリフォーム19件）

こうちの木の住まい普及推進事業（高知県木材普及推進協会）：ＰＲ番組の製作放映
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Ⅱ 木の香るまちづくり推進事業費 ( 45,000千円 (入)45,000千円 )

うち森林環境保全基金 30,000千円

森林環境譲与税基金 15,000千円

１ 目的

「木の文化県構想」に基づく「木に親しむ」、「木を活かす」活動の一環として、県産材を活用した施

設等の整備や、県産木製品の導入などを支援することや幼少期から木材に触れあい親しむ体験を通して木

の良さを普及し、県産材の利用促進を図る。

２ 内容

①木材活用施設等整備

県内のＰＲ効果の高い施設において公的空間への木製品の導入・屋内外の施設の整備を行う。

補助内容：公的空間の木質化及び木製品の導入

補助先 ：社会福祉法人、医療法人、財団法人、県内に事務所を置く企業、団体等

補助率 ：補助対象費の1/2以内（下限25千円、限度額4,000千円）

②学校関連環境整備

県内の幼稚園、保育施設、小学校、中学校、高等学校、大学、専門学校その他子ども達の利用が多い放課後児

童クラブ、図書館等に木質化等を行う事業

補助内容：学校関連施設等の木質化及び木製品の導入

補助先 ：社会福祉法人、学校法人、財団法人その他認可外保育施設の設置者

補助率 ：補助対象費の1/2以内(下限25千円、限度額4,000千円

ただし小・中学校の木質化は限度額10,000千円）

③市町村関連施設等整備

県内の市町村が主体となって行う①、②の対象となる事業

補助内容：①及び②に同じ

補助率 ：①及び②に同じ

補助先 ：市町村（一部事務組合を含む。）、市町村教育委員会（一部事務組合を含む。）

補助期間：Ｈ30～Ｒ５

３ 令和４年度に実施した主な事業

公共的施設整備（テーブル、カウンター、内装整備等）：８箇所

学校関連環境整備（机・椅子や遊具等木製品の導入）：39箇所

屋外景観施設等整備（屋外看板、ベンチ等）：35箇所

木育推進事業：５市町

Ⅲ 事務費 ( 3,626千円 (入)286千円 (諸)11千円 (一)3,329千円 )
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事 業 名

令和４年度

当初予算額

令和４年度

最終予算額

令和５年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

木質資源利用促進

事業費
27,303 8,498 30,860 25,824 5,036

Ⅰ 木質資源利用促進事業費（ 29,397千円 (国)25,824千円 (一)3,573千円 ）

１ 目的

森林資源を活かした循環型社会の形成並びに新たな産業や雇用の創出に向け、木質バイオマスエネルギーの地

域循環利用の取り組みを進めるために、木質バイオマス利用施設等の整備、燃焼灰収集等への支援を行う。

２ 内容

（１）木質資源利用促進事業費補助金（ 29,384千円 (国)25,824千円 (一)3,560千円 ）

①木質バイオマス利用コスト支援（ 760千円 (一)760千円 ）

木質バイオマス利用により発生する燃焼灰を取扱うために必要な経費に対して助成を行う。

補 助 先：市町村、農業協同組合等

補 助 率：1/2以内

補助対象経費：燃焼灰の収集・処理経費等

②木質バイオマス利用施設等整備

木質バイオマスエネルギー利用施設及び木質バイオマス供給施設の整備に要する経費に対して助成

を行う。

補 助 先：市町村、農業協同組合等

補 助 率：2/3以内、1/2以内※、1/3以内、15％以内 ※一部上限あり

補助対象経費：木質バイオマスボイラーの導入経費等

③熱利用原木確保緊急対策（ 2,800千円 (一)2,800千円 ）

既存の木質燃料製造に必要な原木の確保を図るため、製造事業者の原木仕入れに係るコストアップ

分について助成を行う。

補 助 先：県内木質燃料製造事業者

補 助 率：原木仕入れ価格から基準額(４千円/t)を差し引いた額の1/2以内（上限２千円/t）

補助対象経費：原木の仕入れに係る経費（原木購入費）

④地域脱炭素移行・再エネ推進（25,824千円 (国)25,824千円）

2050年カーボンニュートラルの実現並びに2030年温室効果ガス排出削減目標の達成に向け、木質バ

イオマスエネルギーの地域循環利用の促進を図るため、木質バイオマス熱利用設備の導入を支援す

る。

補 助 先：市町村、農業協同組合等

補 助 率：2/3以内

補助対象経費：木質バイオマスボイラーの導入経費等

（２）職員研修負担金（ 13千円 (一)13千円 ）

３ 令和４年度に実施した主な事業

（１）燃焼灰回収コスト支援 ３者

木質バイオマス熱利用設備 １台

熱利用原木確保支援 １者

Ⅱ 事務費（ 1,463千円 (一)1,463千円 ）
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事 業 名

令和４年度

当初予算額

令和４年度

最終予算額

令和５年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

林業・木材産業改善

資金助成事業特別

会計繰出金

303,001 303,001 302,772 302,772

Ⅰ 林業・木材産業改善資金操出金 ( 2,772千円 (一)2,772千円 )

１ 目的

林業・木材産業改善資金貸付事業の貸付、償還及び債権の保全等の事業を円滑に行うための管理運営費

を一般会計から特別会計へ繰り出す。

２ 内容

林業・木材産業改善資金管理運営費 2,772千円

Ⅱ 木材産業等高度化推進資金操出金 ( 300,000千円 (一)300,000千円 )

１ 目的

木材産業等高度化推進資金貸付事業の実施にあたり、預託原資を造成するために一般会計から特別会計

へ繰り出す。

２ 内容

木材産業等高度化推進資金貸付金・預託原資（預託額の２分の１相当） 300,000千円

３ 令和４年度に実施した主な事業

林業・木材産業改善資金管理運営費分繰出 772千円

木材産業等高度化推進資金預託原資分繰出（預託額の２分の１相当） 300,000千円
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事 業 名

令和４年度

当初予算額

令和４年度

最終予算額

令和５年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

林業・木材産業改善

資金貸付事業費

（特別会計）

100,000 100,000 100,000
（越） 75,425

（諸） 24,575

１ 目的

無利子の資金を貸し付けることにより、林業従事者等が林業経営の改善、又は木材産業経営の改善等に取

り組むことを支援する。

２ 内容

林業従事者等に対する林業・木材産業改善資金の貸付業務を行う融資機関に対して、県は貸付原資を無利

子で貸し付ける。

貸付対象者：森林所有者、森林組合、森林組合連合会、素材生産業者、木材製造業者、木材卸売業

者、木材市場業者等で県の貸付資格認定を受けた者

貸付限度額：個人1,500万円、会社3,000万円、団体5,000万円

ただし、木材産業に係る改善措置を実施する場合は１億円

償 還 期 間：15年以内（据置期間を含む）

償 還 方 法：均等年賦払い

貸付の仕組み：

３ 令和４年度に実施した主な事業

林産物の新たな生産方式の導入 ２件（ウインチ付きグラップル、フォワーダ）

県（林業・木材産業改善資金助成事業特別会計）

融 資 機 関

借 受 者

資格認定 認定申請

貸付

貸付

償還

償還
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木材産業振興課 （単位：千円）

事 業 名

令和４年度

当初予算額

令和４年度

最終予算額

令和５年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

林業・木材産業改善

資金管理運営費

（特別会計）

3,223 3,223 3,108

(越) 1

(入) 2,772

(諸) 335

１ 目的

林業・木材産業改善資金の貸付・償還及び債権の管理・保全等の事務を円滑に推進する。

２ 内容

（１）林業・木材産業改善資金貸付事業運営費補助金 ( 2,641千円 (越)1千円 (入)2,305千円 (諸)335千円 )

林業・木材産業改善資金を取り扱う金融機関に対して、事務経費を補助することにより円滑な融資の

実行を図る。

補 助 先：林業・木材産業改善資金取扱融資機関

補助対象経費：融資機関における貸付事務経費、償還事務経費、債権の保全管理事務経費

補 助 額：毎年度12月末貸付金残高の1.5％

（２）事務費 ( 467千円 (入)467千円 )

令和５年度貸付に係る貸付資格の認定、貸付審査並びに平成９年度以前に貸し付けた林業改善資金の

延滞金に係る督促、強制執行等債権回収事務に要する経費

３ 令和４年度に実施した主な事業

（１）貸付・償還事務経費の補助(平成25年度以降貸付分） 事業主体：四国銀行、高知銀行

（２）延滞債権回収事務 訪問面談、電話連絡、通知ほか 42件

弁護士相談 ２件

相続関係調査（申述照会、戸籍謄本等取得） 12件

償還状況通知 ８件

履行延期の特約付与等手続 ３件

所在調査（戸籍謄本、住民票等取得） ６件

財産調査（金融機関照会、不動産登記簿取得） ２件
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木材産業振興課 （単位：千円）

事 業 名

令和４年度

当初予算額

令和４年度

最終予算額

令和５年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

木材産業等高度化

推進資金貸付事業

費（特別会計）

600,000 600,000 600,000
(入) 300,000

(債) 300,000

１ 目的

木材の生産・加工・流通の合理化、林業経営の改善を推進するため、必要な資金を金融機関に預託

し、低利で融資する。

２ 内容

（１）令和５年度 金融機関への預託額 600,000千円

４倍協調資金 預託額 12,000千円 貸付枠 48,000千円

３倍協調資金 預託額 76,000千円 貸付枠 228,000千円

２倍協調資金 預託額 512,000千円 貸付枠 1,024,000千円

（２）貸付対象者

合理化計画又は林業経営改善計画の認定を受けた林業者、素材生産業者、森林所有者、製材業者、森林

組合、木材市場開設者若しくはそれらの組織する団体

（３）貸 付 利 率： 保証あり0.9％、1.1%、1.2% 保証なし1.3％、1.5％、1.6％

（４）貸 付 期 間：１年以内

（５）預 託 利 率：0.004％（令和５年度）

（６）協 調 倍 率：２倍協調、３倍協調及び４倍協調

（７）金 融 機 関：四国銀行、農林中金高松支店、高知銀行

（８）資 金 種 類(貸付利率、貸付限度額)

■合理化計画（事業経営改善計画）の認定者対象

・素材生産等促進資金

[保証あり：1.2%･1.1%(中規模事業体)･0.9%(大規模事業体、選定経営体)１億円(特認２～５億円)]

[保証なし：1.6%･1.5%(中規模事業体)･1.3%(大規模事業体、選定経営体)１億円(特認２～５億円)］

・新規需要創出資金 ［保証あり：0.9% １億円］［保証なし：1.3% １億円］

■合理化計画（構造改善計画）の認定者対象

・木材高度加工資金［保証あり：0.9% 1億円(特認２億円)］［保証なし：1.3% 1億円(特認２億円)］

・木材安定供給資金［保証あり：0.9% 3億円(特認４億円)］［保証なし：1.3% 3億円(特認４億円)］

■林業経営改善計画の認定者対象

・林業経営高度化推進資金 ［保証あり：1.2％ ５千万円(特認1.5億円)］

［保証なし：1.6％ ５千万円(特認1.5億円)］

・伐採・造林一貫作業推進資金 ［保証あり：1.1%･0.9%(選定経営体) １億円(特認２億円)］

［保証なし：1.5%･1.3%(選定経営体) １億円(特認２億円)］

３ 令和４年度に実施した主な事業
金融機関への預託 600,000千円
(参考：高度化推進資金貸付残高 18件 721,538千円 (R5.3末))

農林漁業信用基金

借 受 者

金 融 機 関

県

貸
付

原
資

預
託

貸
付

計
画
認
定

計
画
申
請
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木材産業振興課 （単位：千円）

事 業 名

令和４年度

当初予算額

令和４年度

最終予算額

令和５年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

地方債元利償還金

（特別会計）
300,005 300,005 300,005 (諸) 300,005

１ 目的

木材産業等高度化推進資金貸付事業に係る、独立行政法人農林漁業信用基金からの借入金の償還及び利息

の支払を行う。

２ 内容

（１）借入元金償還 300,000,000円

（２）借入利息支払 4,463円

計 300,004,463円

３ 令和４年度に実施した主な事業

借入元金償還 300,000,000円

借入利息支払 0円

計 300,000,000円

事 業 名

令和４年度

当初予算額

令和４年度

最終予算額

令和５年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

一般会計繰出金

（特別会計）
300,000 300,000 300,000 (諸) 300,000

１ 目的

木材産業等高度化推進資金貸付事業に係る金融機関への預託金について、償還預託金及び納入利息のう

ち、独立行政法人農林漁業信用基金への元利償還金を差し引いた額を一般会計に繰り出す。

２ 内容

一般会計繰出金 300,000,000円 ［ ＝（１）－（２） ］

（１）金融機関からの預託金償還金 600,000,000円

（２）信用基金への償還元金 300,000,000円

３ 令和４年度に実施した主な事業

一般会計繰出 300,000,000円
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